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八 幡 浜 市 財 政 事 情 

自 令和 7年 4月 1日 

至 令和 7年 9月 30日 

は じ め に 

この「財政事情」は、市民の皆様に市の財政運営の状況について広く理解していただくため

に、毎年 7 月と 10 月に公表しているものです。今回は、令和 7 年度上半期の一般会計及び特

別会計歳入歳出予算の執行状況をはじめ、市税の徴収状況、市債の状況、市民の負担状況など

が主な内容となっています。 

 

令和 7年度予算は、原材料価格の上昇や円安の影響が長期化しており、食料品・エネルギー

を中心とした物価上昇が依然として続いていることから、引き続き安全・安心な市民生活の確

保と地域経済の支援を最優先課題に位置付け、「第 2 次八幡浜市総合計画」及び「第 2 期八幡

浜市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、「新時代に対応したまちづくり」をはじめ、

「物価高騰対策事業」、「安全安心なまちづくり」、「暮らしやすいまちづくり」、「産業振興の取

り組み」を大きな柱として、ＤＸ・ＧＸの推進、人口減少・少子化対策等に重点を置き、本市

の将来に向け必要不可欠な事業を着実に推進する予算編成としております。 

まず、物価高騰対策事業では、物価高騰等の影響を受けている事業者への補助金や市民生活

の支援を図るため市独自施策の各種緊急支援事業を実施したほか、定額減税補足給付金（不足

額給付）支給事業などの国の施策について、当初予算と補正予算によって迅速に実施していま

す。 

また、投資的事業では、四国電力跡地プロジェクト、八幡浜港みらいプロジェクト、愛宕山

プロジェクト、無電柱化プロジェクト等の大型事業を順調に進めているほか、引き続き、道路

改良事業、橋梁長寿命化維持修繕事業、上水道老朽管や農業水利施設等の更新事業等を着実に

進めています。 

 

今後も健全で安定的な財政基盤の確立を図りながら創意工夫を重ね、「50年先を見据えたま

ちづくり『わくわくする八幡浜２．０』の実現」を目指して、地域の特性、産業や伝統文化な

ど「八幡浜らしさ」を生かした地方創生に取り組むとともに、新時代に対応した行政・市民・

産業のＤＸ、脱炭素社会の実現に向けた取組、人口減少・少子化対策関連事業を更に推進して

まいります。 

なお、国における予算関連法案の審議の行方や今後の経済情勢、その他の制度改正等の動向

を的確に把握した上で、事業の選択と集中を図り、予算の計上・執行に努めます。 

 

以下、上半期の財政事情を紹介します。 
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〔１〕 一般会計 

１ 会計規模（別表１参照） 

令和7年度の一般会計予算は316億1,269万9千円（令和6年度からの繰越事業費35億2,590

万 1 千円を含む）で開始しましたが、その後 3 回にわたって累計 12 億 1,089 万 2 千円を補正

し、9月補正予算後の予算累計額は、328億 2,359万 1千円となっています。前年度同期の 280

億 9,143万 8千円（うち繰越事業費 9億 4,541万 1千円）に比べ、47億 3,215万 3千円、16.8％

の増となっています。 

 

２ 歳入の状況（別表２、５参照） 

歳入予算を見ますと、自主財源の柱である市税は 31 億 7,800 万円を計上しており、予算全

体の 9.7％を占めています。市税の調定額は、32億 5,142万 7千円で、前年度同期に比べ 1億

4,181万 6千円、4.6％の増となっています。法人市民税、たばこ税は減少しましたが、個人市

民税、軽自動車税、都市計画税が増加したことによるものです。 

本市にとって歳入の大きな割合を占める地方交付税のうち、普通交付税は、算定の結果、73

億 7,191 万 7 千円となり、前年度に比べ 597 万円、0.1％の増となりました。なお、普通交付

税の振替である臨時財政対策債（前年度に比べ 2,884万 8千円、100.0.％の減）を合わせると、

前年度に比べ 2,287万 8千円、0.3％の減となっています。 

なお、市債については、過疎対策事業債、脱炭素化推進事業債、緊急防災・減債事業債、こ

ども・子育て支援事業債など 42 億 1,490 万円の発行を予定しており、前年度同期に比べ 9 億

1,485万 2千円、27.7％の増となっています。 

 

３ 歳出の状況 

（１）目的別（別表３参照） 

歳出予算を目的別に見ますと、構成比が最も大きいのは、障害者や高齢者等に対する福祉や

子育て環境の充実などの民生費が 73億 7,065万円で歳出全体の 22.4％を占めています。 

次いで、農林水産業の振興を図るための支援や生産基盤整備などの農林水産業費が 58億 384

万 9千円で 17.7％となっています。 

以下、市の内部管理や総括的事務などの経費である総務費が 43 億 8,630 万円で構成比は

13.4％、学校教育や生涯学習の充実、芸術・文化・スポーツの振興のための教育費が 42億 7,906

万 1 千円で 13.0％、保健・医療・環境などのための衛生費が 32 億 5,028 万 3 千円で 9.9％、

道路・港湾・住宅など社会資本整備のための土木費が 28億 4,692万円で 8.7%、市債の元利償

還金支払いのための公債費が 25億 1,702万 9千円で 7.7％などとなっています。 
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（２）性質別（別表４、６、７参照） 

歳出予算を性質別に見ますと、義務的経費（人件費＋扶助費＋公債費）は、91億 2,428万 8

千円で、歳出全体の 27.9%を占めています。前年度同期に比べ、3億 6,042万 7千円、4.1％の

増となりました。人件費は 3億 2,452万円、8.7％の増、扶助費は 1億 2,066万 4千円、5.0％

の増、公債費は 8,475万 7千円、3.3％の減となっています。 

なお、構成比が最も大きいのは、投資的事業費の 94億 3,459万 1千円で歳出全体の 28.7％

を占めており、前年度同期に比べ 34億 6,922万 8千円、58.2％の増となっています。 

次いで、補助費等の 70 億 4,184 万 3 千円で、歳出全体の 21.4％を占めています。これは、

下水道事業会計や市立八幡浜総合病院事業会計への繰出金、ふるさと納税の返礼品にかかる報

償費のほか、施設事務組合負担金（広域消防分）、定額減税補足給付金（不足額給付）支給事

業、やわたはま生活応援商品券事業をはじめとする生活支援、地域経済や事業者支援のための

各種補助事業などの物価高騰対策関連事業予算の影響によるものです。なお、物価高騰対策関

連事業については、別表６のとおり当初予算と 1回の補正予算によって 6事業の予算 2億 4,808

万 8千円を計上し、迅速な支援と事業の実施に努めています。 

投資的事業費の内訳は別表７のとおりで、普通建設事業については、八幡浜港老朽化対策事

業などの港湾施設整備費 1 億 21 万 8 千円、水産物供給基盤機能保全事業などの漁港・水産施

設整備費 2億 9,663万 7千円、橋梁長寿命化維持修繕事業などの道路橋梁整備費 7億 6,768万

2 千円、市営住宅改修事業などの住宅整備費 1 億 748 万 7 千円、公共施設照明 LED 化事業な

どの衛生施設整備費 3億 7,212万 8千円、ＪＡにしうわ広域選果場新築支援事業などの農林業

振興対策費 43億 9,567万 6 千円、消防詰所建替事業などの消防施設整備費 1 億 4,799 万 9 千

円、宮内小学校体育館長寿命化改良事業などの学校教育施設整備費 4億 9,712万 8千円、文化

会館ゆめみかん大規模改修事業などの社会教育施設整備費 17 億 8,635 万 8 千円のほか、その

他の事業として神山こども園新築・移転事業など 8億 2,287万 2千円となっています。 

また、災害復旧事業は、台風や豪雨災害等による被災箇所の復旧工事として、1億 4,040万

6千円を計上しています。 

 

〔２〕 国民健康保険事業特別会計 （別表１０参照） 

地域医療の要である国民健康保険には、9月末現在で 4,799世帯（市全体の 31.7%）、7,521

人（市全体の 25.6％）が加入しています。 

前年同期に比べ世帯数は 167 世帯（3.4%）の減、被保険者数は 332人（4.2%）の減となっ

ています。 

上半期の医療費の保険者負担の状況（6 か月分）は、療養給付費が 68,639 件、13 億 2,519

万 7千円、療養費が 1,932 件、1,010万 7千円であり、合計は 70,571件、13 億 3,530 万 4 千

円で、前年度同期で比較すると件数で 2,839件（3.9％）の減、保険者負担額は 1億 2,444万 1

千円（8.5%）の減でした。 
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〔３〕 後期高齢者医療特別会計 （別表１１参照） 

後期高齢者医療制度は、原則 75歳以上（一定の障害がある方で 65歳以上 75歳未満を含む）

の方を被保険者として、県内全市町が加入している「愛媛県後期高齢者医療広域連合」が運営

主体となって保険料の決定や医療の給付を行い、各市町は保険料の徴収と各種届出や申請の受

付業務などを行っています。 

令和 7年 9月末現在の被保険者数は、7,458人で、前年同期と比較しますと 17人（0.227％）

の減となっています。 

予算の執行状況としては、歳入は、保険料 2億 1,080万 3千円、手数料 1万 3千円、前年度

繰越金 2,168万 8千円、合計 2億 3,250万 4千円を収納しています。 

歳出は、広域連合納付金（保険料負担金、共通経費負担金）2億 2,629万 8千円、職員人件

費や事務費等の総務費 1,292万 5千円、諸支出金（保険料還付金）40万 5千円、合計 2億 3,962

万 8千円を支出しています。 

 

〔４〕 介護保険特別会計 （別表１２参照） 

高齢化社会において、誰もが直面する介護の問題を社会全体で支える仕組みとして、介護保

険制度の運営を行っています。 

令和 7 年 9 月末現在の第 1 号被保険者（65 歳以上）は、12,436 人で同年 3 月末の 12,516

人に比べ 0.6%の減となっています。また、要介護等の認定者は、2,482人で同年 3月末の 2,456

人に比べ 1.1％の増となっています。 

令和 7年 9月分の保険給付費（7月利用分）は、3億 4,940万 9千円で、同年 3月分 3億 3,234

万 2 千円に比べ 5.1%の増となっています。その内訳は、介護サービス等諸費 3 億 2,265 万 3

千円（同年 3 月比 5.1％増）、介護予防サービス等諸費 979 万 2 千円（同年 3 月比 7.4％増）、

高額介護サービス等費 826 万 5 千円（同年 3 月比 5.4％増）、高額医療合算介護サービス等費

59 万 7 千円（同年 3月比 637％増）、審査支払手数料 40 万円（同年 3月比 2％増）、特定入所

者介護サービス等費 770万 2千円（同年 3月比 4.3%減）となっています。 

 

〔５〕 介護サービス事業特別会計 （別表１３参照） 

介護保険法の改正により、要介護認定の結果、要支援 1及び要支援 2と判定された方の介護

予防サービス計画（ケアプラン）は、八幡浜市地域包括支援センターにおいて作成することと

なっています。この要支援者に対するケアプラン作成事業（指定介護予防支援事業）をこの会

計で運営しています。 

令和 7年 9月末の要支援 1及び要支援 2の認定者（暫定値）は、621人となっていて、同年

3月末に比べ 10人、1.6％の減となっています。 

 

4 



〔６〕 日土財産区特別会計 

当財産区は、日土町今出に山林 38.32haを所有しており、その管理運営を行っています。 

歳出は、報酬・報償費 25万 9千円、視察研修関係費用 17万 7千円、森林保険料 22万 7千

円、下刈り等管理費 28万 8千円、合計 95万 1千円を計上しています。 

その財源として、基金繰入金 95万、基金預金利子 1千円を充当することにしています。 

なお、令和 6年度末基金残高は 463万 1千円であり、今後の財産区管理運営の財源として有

効な活用に努めることとしています。 

 

〔７〕 駐車場事業特別会計 

駐車場事業は、駅前駐車場（S53.10.1開設、9台）、北浜駐車場（S60.4.1開設、18台）、朝

潮橋駐車場（S61.11.1開設、31台）、北浜立体駐車場（H7.4.3開設、534台）、中央駐車場（H11.9.13

開設、32 台）、新町角駐車場（H23.4.1 開設、9 台）、千代田町ちゃんぽん駐車場（H30.8.1 開

設、18台）、新町西駐車場（R2.4.1開設、5台）及び双岩駐車場（R4.2.1開設、104台）の計

9 駐車場を所管しており、北浜駐車場、朝潮橋駐車場及び双岩駐車場を除く 6 駐車場は指定管

理者制度を導入しています。 

歳出は、9駐車場の管理運営費 2,067万 2千円、新町角駐車場、千代田町ちゃんぽん駐車場、

新町西駐車場整備事業及びインボイス対応事業の公債費 1,177万 3千円、一般会計繰出金 1,150

万 2千円、計 4,394万 7千円を計上しています。 

財源として、駐車場使用料 3,926万 3千円、諸収入 1千円、繰越金 468万 3千円を充当する

ことにしています。 

 

〔８〕 水産物地方卸売市場事業特別会計 

八幡浜市水産物地方卸売市場として昭和 55 年 4 月 1 日開設以来、施設の管理運営を行って

います。市場の取扱量は昭和 55年度、水揚金額は昭和 60年度をピークにその後は減少傾向に

あります。 

施設の老朽化により、新たに高度衛生管理型の市場を整備し、平成 25 年 4 月から供用開始

しました。 

歳出は、施設の維持管理運営費として 7,385万 5千円を計上し、財源として市場使用料 2,197

万 4千円、市場関係者の施設利用に係る電気及び上下水道使用料として雑入 2,536万円、受託

事業収入 39万 6千円、不足額 2,612万 5千円を一般会計から繰入措置することにしています。 

 

〔９〕 港湾整備事業特別会計 

この会計は、八幡浜港及び川之石港の港湾機能充実のための事業推進、施設の維持管理を行

っています。 

歳出は、港湾管理費 4,240万 1千円、公債費 1億 2,348万 4千円、計 1億 6,588万 5千円を
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計上し、財源として港湾施設使用料 8,458 万 1 千円、基金運用利子 14 千円、一般会計繰入金

8,129万円を充当することにしています。 
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む す び 

以上が令和 7年度一般会計、特別会計歳入歳出予算の上半期の概要です。 

 

内閣府の発表による令和 7 年 9 月の月例経済報告では、「景気は、米国の通商政策による影

響が自動車産業を中心にみられるものの、緩やかに回復している。」とされています。しかし、

今後の先行きについては、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果が緩やかな回復を支えるこ

とが期待されますが、米国の通商政策の影響による景気の下振れリスクや物価上昇の継続が消

費者マインドの下振れ等を通じて個人消費に及ぼす影響などが我が国の景気を下押しするリ

スクとなっています。また、金融資本市場の変動等の影響に引き続き注意する必要があり、日

本を取り巻く経済・金融情勢は依然として予断を許さない状況にあります。 

 

令和 6年度の八幡浜市の財政は、普通交付税など経常一般財源が増加したものの、人件費や

補助費等の歳出も増加したことにより、経常収支比率が 88.4％から 88.8％へ 0.4ポイント悪化

し、将来負担比率も前年度の 33.2％から 33.8％へ 0.6ポイント悪化しました。将来負担比率に

ついては、国県の補助金や過疎対策事業債、合併特例事業債など交付税措置の高い優良債を活

用して市の実質負担を極力抑えるよう努めています。しかしながら、今後は、市民がわくわく

するプロジェクト事業の推進、老朽化したインフラ施設の長寿命化や再整備など市民生活に必

要不可欠な事業が本格化する中で、ふるさと納税寄附金は堅調に増加しているものの、人口減

少に伴い市税の増収は期待できないことから、財政は依然として厳しい状況にあります。また、

令和 7年度の普通交付税と臨時財政対策債の合計額も、普通交付税の追加交付があった前年度

から約 2億 1,300万円減少しました。 

今後も円安や物価高騰等の影響が長期化すれば、市税や地方譲与税等の減収に直結し、市の

財政運営も一層厳しい状況に陥ることが危惧されます。 

そのため、税収入の確保、受益者負担の適正化、国県補助金や優良債の活用、ふるさと納税

寄附金など自主財源の確保に努める一方、歳出の削減に取り組む必要があります。引き続き、

各種施策の優先順位について厳しい選択を行い、限られた財源の重点的配分と経費支出の効率

化に徹するとともに、経済の動向に即応した機動的・弾力的な運営にも配意し、市民と行政が

一体となったまちづくりに取り組んでまいります。 

 

最後に、この公表を通して、市民の皆様に八幡浜市の財政についてご理解いただきますとと

もに、今後の市政運営にあたり一層のご指導、ご提言を賜りますようお願い申し上げます。 
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